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（
２

）
適

用
基

準
及

び
適

用
規

格
 

変
更

前
 

変
更

後
 

第
１

章
 

共
通

項
目
 

原
子

炉
冷

却
系

統
施

設
に

適
用

す
る

共
通

項
目

の
基

準
及

び
規

格
に

つ
い

て

は
、
以

下
の

基
準

及
び

規
格
並

び
に
、
火

災
防

護
設

備
、
浸

水
防
護

施
設

の
「
適

用
基

準
及

び
適

用
規

格
 

第
１

章
 
共

通
項

目
」

に
示

す
。

 

な
お

、
以

下
に

示
す

原
子

炉
冷

却
系

統
施

設
に

適
用

す
る

共
通

項
目

の
基

準

及
び

規
格

を
適

用
す

る
個

別
の

施
設
区

分
に

つ
い

て
は
「
表

１
．
施
設

共
通

の
適

用
基

準
及

び
適

用
規

格
（

該
当

施
設
）
」
に

示
す

。
 

 

・
建

築
基

準
法

（
昭

和
2
5
年
5月

2
4
日
法

律
第

2
01
号
）
 

 ・
建

築
基

準
法

施
行

令
（

昭
和

2
5
年
1
1
月
1
6
日
政

令
第

3
38
号

）
 

 ・
福

井
県

建
築

基
準

法
施

行
細

則
（
昭

和
4
7
年
4
月

25
日
福
井

県
規
則

第
4
1
号
）
 

 ・
消

防
法

（
昭

和
2
3
年
7
月

24
日

法
律
第

1
86
号
）
 

 ・
消

防
法

施
行

令
（

昭
和

3
6年

3
月

25
日
政

令
第

3
7号

）
 

 ・
消

防
法

施
行

規
則

（
昭

和
36
年

4
月
1
日
自

治
省

令
第

6
号
）

 

 ・
土

砂
災

害
警

戒
区

域
等

に
お

け
る

土
砂

災
害

防
止

対
策

の
推

進
に

関
す

る
法

律
（

平
成

1
2年

5月
8
日
法

律
第

5
7
号
）
 

 ・
高

圧
ガ

ス
保

安
法

（
昭

和
26
年

6
月
7
日
法

律
第

2
0
4号

）
 

           

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

 ・
発

電
用
原

子
力

設
備

に
関
す

る
構
造

等
の

技
術

基
準
（
昭
和

5
5
年
通

商
産

業
省

告
示

第
5
0
1号

、
最

終
改

正
平
成

1
5
年
7
月

29
日
経

済
産

業
省
告

示
第
2
7
7号

）
 

 ・
日

本
内

燃
力

発
電

設
備

協
会

「
可

搬
形

発
電

設
備

技
術

基
準

（
N
EG
A 

C
3
3
1
:
20
0
5
）」

(
注

1
)  

 ・
実

用
発

電
用

原
子

炉
及

び
そ

の
附

属
施

設
の

技
術

基
準

に
関

す
る

規
則

の
解

釈
（

平
成

2
5年

6月
1
9日

原
規
技

発
第
1
3
0
61
9
4号

）
 

 ・
実

用
発

電
用

原
子

炉
及

び
そ

の
附

属
施

設
の

技
術

基
準

に
関

す
る

規
則

の
解

釈
（

平
成

2
8年

3月
3
1日

原
規
技

発
第
1
6
0
33
1
8号

）
 

 ・
実

用
発

電
用

原
子

炉
及

び
そ

の
附

属
施

設
の

技
術

基
準

に
関

す
る

規
則

の
解

釈
（

平
成

2
9年

8月
3
0日

原
規
技

発
第
1
7
0
83
0
2号

）
 

 ・
実

用
発

電
用

原
子

炉
及

び
そ

の
附

属
施

設
の

技
術

基
準

に
関

す
る

規
則

の
解

釈
（

平
成

2
9年

1
1月

1
5日

原
規

技
発
第

1
71
1
1
51
号
）
 

 ・
実

用
発

電
用

原
子

炉
及

び
そ

の
附

属
施

設
の

技
術

基
準

に
関

す
る

規
則

の
解

釈
（

令
和

元
年

6月
5
日
原

規
技

発
第
1
9
0
60
5
1号

）
 

 ・
発

電
用

火
力

設
備

の
技

術
基

準
の
解

釈
（

平
成

2
5年

5月
1
7
日

2
01
3
0
50
7
商
局

第
2
号
）
 

 

            

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

・
発

電
用

軽
水

型
原

子
炉

施
設

の
安

全
機

能
の

重
要

度
分

類
に

関
す

る
審

査
指

針
（

平
成

2年
8
月
3
0
日
原

子
力

安
全
委

員
会

決
定

）
 

 ・
発

電
用

原
子

炉
施

設
の

安
全

解
析
に

関
す

る
気

象
指

針
（

昭
和
5
7
年
1
月

28
日
 

原
子

力
安

全
委

員
会

決
定

、
平

成
1
3年

3月
2
9日

一
部

改
訂
）

 

 ・
E
の

数
値

を
算

出
す

る
方

法
並

び
に

V
０
及

び
風

力
係

数
の

数
値

を
定

め
る

件

（
平

成
1
2
年
5
月

31
日
建

設
省
告

示
第
1
4
5
4号

）
(
注

1
)  

 ・
J
I
S
 B
 
8
50
1
（
1
9
6
2）

 
石

油
貯
ソ

ウ
の

構
造

（
全

溶
接

鋼
製
）
 

 ・
J
I
S 
B
 1
05
1（

2
0
14
）
 

炭
素

鋼
及
び

合
金

鋼
製

締
結

用
部

品
の
機

械
的

性
質

-
強

度
区

分
を

規
定

し
た

ボ
ル

ト
，

小
ね

じ
及

び
植

込
み

ボ
ル

ト
-
並

目
ね

じ

及
び

細
目

ね
じ

 
(
注

1
)
 

 ・
J
IS
 G
 3
1
9
2（

2
0
08
）
 
熱
間

圧
延
形

鋼
の

形
状

，
寸

法
，
質

量
及

び
そ

の
許

容
差

 
(
注

1
)
 

 ・
J
I
S
 B
 
1
19
8
（
1
9
9
5）

 
頭

付
き
ス

タ
ッ

ド
  

 ・
J
I
S
 G
 
5
12
1
（
1
9
8
0）

 
ス

テ
ン
レ

ス
鋼

鋳
鋼

品
 

 ・
J
I
S
 Z
 
9
12
5
（
2
0
0
7）

 
屋

内
作
業

場
の

照
明

基
準
 

 ・
日

本
産

業
規

格
（

J
IS
）
 

            

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

 ・
J
I
S
 B
 
8
24
3
（
1
9
7
7）

 
圧

力
容
器

の
構

造
 

 ・
J
I
S
 B
 
8
26
5
（
2
0
0
3）

 
圧

力
容
器

の
構

造
-
一
般

事
項
 

 ・
J
I
S
 B
 
8
21
0
（
1
9
9
4）

 
蒸

気
用
及

び
ガ

ス
用

ば
ね

安
全

弁
  

 ・
J
I
S
 B
 
0
20
3
（
1
9
9
9）

 
管

用
テ
ー

パ
ね

じ
  

 ・
J
I
S
 K
 
6
37
9
 
液

圧
用

繊
維

補
強
ゴ

ム
ホ

ー
ス
 

 ・
J
I
S
 G
 
3
42
9
 
高

圧
ガ

ス
容

器
用
継

目
無

鋼
管
 

 ・
J
I
S
 K
 
6
34
9
 
液

圧
用

の
鋼

線
又
は

繊
維

補
強

ゴ
ム

ホ
ー

ス
 

 ・
J
I
S
 G
 
5
50
2
 
球

状
黒

鉛
鋳

鉄
品
 

 ・
P
i
p
e 
F
l
an
g
e
s 
a
n
d 
F
l
an
g
e
d
 
F
it
t
i
ng
s
(
AS
M
E
 B
1
6
.5
-
2
0
0
9
) 

 ・
日

本
機
械

学
会
「
発

電
用
原

子
力
設

備
規

格
 

設
計
・
建

設
規
格
（
2
0
0
5年

版

（
2
0
0
7
年

追
補

版
を

含
む

。
）
）

<
第

Ⅰ
編

 
軽

水
炉

規
格

>
（

J
S
M
E
 
S
 
N
C1
-

2
0
0
5
/
20
0
7
）」

 

 ・
日

本
機

械
学

会
「
発

電
用

原
子

力
設
備

規
格

 
溶

接
規

格
（
2
0
0
7
年
版

）（
JS
ME
 

S
 
N
B
1
-2
0
0
7）
」
 

            

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

 ・
日
本

機
械

学
会
「
発

電
用
原

子
力
設

備
規

格
 

溶
接

規
格
（

2
01
2
年
版
（
2
0
1
3

年
追

補
を

含
む

。
））
（

JS
M
E
 S
 
N
B
1
-
20
1
2
/2
0
1
3）
」
 

 ・
日

本
機

械
学

会
「

発
電

用
原

子
力

設
備

規
格

 
設

計
・

建
設

規
格

（
J
S
M
E
 
S 

N
C
1
-
2
00
1
）
及

び
（
J
S
M
E
 S
 N
C
1
-
2
0
05
）【

事
例
規

格
】
発
電

用
原
子

力
設

備

に
お

け
る

「
応

力
腐

食
割

れ
発

生
の
抑

制
に

対
す

る
考

慮
」（

N
C
-
CC
-
0
02
）」

 

 ・
日

本
電
気

協
会
「
原

子
力

発
電

所
耐
震

設
計

技
術

指
針

 
重

要
度
分

類
・
許
容

応
力

編
（

J
EA
G
4
60
1
・
補

-
19
8
4
）
」
 

 ・
日

本
電

気
協

会
「
原

子
力
発

電
所
耐

震
設

計
技

術
指

針
（

J
EA
G
4
60
1
-
19
8
7
）」
 

 ・
日

本
電

気
協

会
「
原

子
力
発

電
所
耐

震
設

計
技

術
指

針
（

J
EA
G
4
60
1
-
19
9
1追

補
版

）」
 

 ・
日

本
電

気
協

会
「

原
子

力
発

電
所
耐

震
設

計
技

術
規

程
（

J
E
A
C4
6
0
1-

2
0
0
8
）」

 

 ・
日
本

電
気

協
会
「

原
子

力
発
電

所
配
管

破
損

防
護

設
計

技
術

指
針
（
J
E
A
G4
6
1
3-

1
9
9
8
）」

 

 ・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
標

準
示

方
書

【
構
造

性
能

照
査

編
】
（
土
木

学
会
、

2
00
2
年
）
 

 ・
原

子
力

発
電

所
屋

外
重

要
土

木
構
造

物
の

耐
震

性
能

照
査

指
針
マ

ニ
ュ

ア
ル

            

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

（
土

木
学

会
、

2
00
5
年

）
 

 ・
新

版
機

械
工

学
便

覧
（

日
本

機
械
学

会
、

1
98
7
年
4
月
）
 

 ・
鋼

構
造

設
計

規
準

 
S
I
単
位

版
（
日

本
建

築
学

会
、

2
00
2
年

）
 

 ・
道

路
橋

示
方

書
・
同

解
説
（

Ⅰ
共
通

編
・
Ⅱ

鋼
橋

編
）（

日
本

道
路

協
会

、
平

成
1
4
年
3
月
）

(
注

1
)
 

 ・
各

種
合

成
構

造
設

計
指

針
・

同
解
説

（
日

本
建

築
学

会
、

2
0
1
0年

1
1月

）
 

 ・
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
構

造
計

算
規
準
・
同
解

説
 
-
許
容
応

力
度
設

計
法

-（
日

本
建

築
学

会
、

1
99
9
年
）
 

 ・
原

子
力

施
設

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

計
算

規
準

・
同

解
説

（
日

本
建

築
学

会
、

2
00
5
年
）
 

 ・
鋼

構
造
設

計
規

準
 
-
許
容
応

力
度
設

計
法

-（
日
本

建
築
学

会
、
2
0
0
5年

9月
改

定
）
 

 ・
建

築
耐

震
設

計
に

お
け

る
保

有
耐
力

と
変

形
性

能
（

日
本

建
築
学

会
、

1
99
0

年
改

定
）
 

 ・
建

築
基

礎
構

造
設

計
指

針
（

日
本
建

築
学

会
、

2
00
1
年
改

定
）
 

 

            

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

・
各

種
合

成
構

造
設

計
指

針
 

設
計
式

（
A
I
J式

）
（
日

本
建

築
学
会

）
 

 ・
2
0
1
5年

版
 
建
築

物
の

構
造
関

係
技
術

基
準

解
説

書
（

国
土

交
通
省

国
土

技
術

政
策

総
合

研
究

所
・

国
立

研
究

開
発
法

人
建

築
研

究
所

）
 

 ・
実

用
発
電

用
原

子
炉

施
設
へ

の
航
空

機
落

下
確

率
の

評
価

基
準
に

つ
い

て
（

平

成
2
1・

0
6・

2
5原

院
第

１
号
（

平
成

2
1年

6
月
3
0
日
原

子
力
安

全
・
保
安

院
一

部
改

正
）
）
 

 ・
各

種
合

成
構

造
設

計
指

針
・
同

解
説

 
第

4編
 
各

種
ア
ン

カ
ー
ボ

ル
ト

設
計

指
針

・
解

説
 

資
料

5 
金
属
拡

張
ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
の

設
計

 

 ・
各

種
合

成
構

造
設

計
指

針
・
同

解
説

 
第

4編
 
各

種
ア
ン

カ
ー
ボ

ル
ト

設
計

指
針

・
解

説
 

4
.5
 
接

着
系
ア

ン
カ
ー

ボ
ル

ト
の

設
計
 

 ・
米

国
R
E
G
UL
A
T
OR
Y
 
G
U
I
DE
 
(
R
G
)
 
1
.
9
2 

“
C
O
M
BI
N
I
NG
 
M
O
D
A
L 

R
E
SP
O
N
SE
S 

A
N
D
 
S
P
AT
I
A
L
 
CO
M
P
ON
E
N
TS
 
I
N
 
S
E
I
S
MI
C
 
R
E
SP
O
N
SE
 
A
N
A
L
Y
SI
S
”「

2
. 

C
o
m
b
i
ni
n
g
 
Ef
f
e
ct
s
 
C
a
us
ed
 
b
y
 
T
h
r
ee
 
S
p
at
i
a
l
 
Co
mp
o
n
e
n
ts
 
o
f
 
an
 

E
a
r
t
h
qu
a
k
e」

 

 ・
建

築
物

荷
重

指
針

・
同

解
説

（
日
本

建
築

学
会

、
2
0
0
4年

改
定
）

 

 ・
鋼

構
造

塑
性

設
計

指
針

（
日

本
建
築

学
会

、
2
0
1
0年

改
定

）
 

 ・
ク

レ
ー

ン
構

造
規

格
 

            

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

 ・
鉄

骨
柱
脚

部
の

力
学

性
状
に

関
す
る

実
験

的
研

究
（

軸
圧
縮

力
と
曲

げ
モ

ー
メ

ン
ト

を
受

け
る

場
合

）（
日
本
建

築
学
会

、
1
9
8
2年

）
 

 ・
入

門
・

建
物

と
地

盤
と

の
動

的
相
互

作
用

（
日

本
建

築
学

会
）
 

 ・
道

路
橋

示
方

書
・
同
解

説
（

Ⅴ
耐
震

設
計

編
）（

日
本
道
路

協
会
、
平
成

2
4年

3
月

）
(
注

1
)  

 ・
石

油
コ
ン

ビ
ナ

ー
ト

の
防
災

ア
セ
ス

メ
ン

ト
指

針
（

消
防

庁
特
殊

災
害

室
、
平

成
2
5
年
3
月
）
 

 ・
原

田
和
典

、
建

築
火

災
の

メ
カ

ニ
ズ
ム

と
火

災
安

全
指

針
（

日
本
建

築
セ

ン
タ

ー
、

平
成

1
9年

1
2月

2
5日

）
 

 ・
伝

熱
工

学
（

東
京

大
学

出
版

会
、
2
0
1
2年

7月
4
日
 

第
9刷

）
 

 ・
鋼

構
造

接
合

部
設

計
指

針
（

日
本
建

築
学

会
、

2
01
2
年
改

定
）
 

 ・
実

用
発

電
用

原
子

炉
及

び
そ

の
附

属
施

設
に

お
け

る
破

壊
を

引
き

起
こ

す
亀

裂
そ

の
他

の
欠

陥
の

解
釈

に
つ

い
て
（
原

規
技

発
第

1
40
8
06
3
号
（

平
成

２
６

年
８

月
６

日
原

子
力

規
制

委
員

会
決
定

））
 

 ・
実

用
発

電
用

原
子

炉
及

び
そ

の
附

属
施

設
に

お
け

る
破

壊
を

引
き

起
こ

す
亀

裂
そ

の
他

の
欠

陥
の

解
釈

に
つ

い
て
（
原

規
技

発
第

1
90
6
05
1
号
（

令
和

元
年

            

変
更

な
し
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変
更

前
 

変
更

後
 

６
月

５
日

原
子

力
規

制
委

員
会

決
定
）
）
 

 ・
発

電
用

原
子

力
設

備
に

お
け

る
破

壊
を

引
き

起
こ

す
き

裂
そ

の
他

の
欠

陥
の

解
釈

に
つ

い
て
 

 ・
液

状
化

対
策

工
法

（
地

盤
工

学
会
、

2
00
4
年
）
 

 ・
電
気

学
会
「

電
気

規
格

調
査

会
標
準

規
格

 
同

期
機
（

JE
C
-
2
1
30
-
2
00
0
）
構

造
-
一
般

事
項

」
(
注

1
)  

 ・
ド

イ
ツ

工
業

（
D
I
N）

規
格
 

 ・
D
I
N
16
9
3
 C
A
S
T 
I
R
ON
 

 ・
道

路
橋

示
方

書
・
同

解
説
（
Ⅰ

共
通
編
・
Ⅳ

下
部

構
造

編
）（

日
本
道

路
協

会
、

平
成

1
4年

3月
）
 

 ・
日

本
機
械

学
会
「
発

電
用

原
子

力
設
備

規
格

 
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製
原

子
炉

格
納

容
器

規
格

（
2
0
0
3年

版
）
（

JS
M
E
 
S
 
NE
1
-
20
0
3
）」

 

 ・
日

本
機

械
学

会
「
発

電
用

原
子

力
設
備

規
格

 
設

計
・
建

設
規

格
（

2
01
2
年
版

）

〈
第

Ⅰ
編

 
軽

水
炉

規
格

〉（
J
S
M
E
 
S 
N
C
1-
2
0
12
）
」
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変
更

前
 

変
更

後
 

 ・
日

本
機

械
学

会
「

発
電

用
原

子
力
設

備
規

格
 

材
料

規
格

（
2
01
2
年

版
）

（
J
S
M
E 
S
 
NJ
1
-
20
1
2
）」

 

 ・
日

本
機

械
学

会
「
発

電
用

原
子

力
設
備

規
格

 
維

持
規

格
（
2
0
1
2
年
版

）（
20
1
3

年
追

補
及

び
2
0
1
4年

追
補

を
含

む
。
）（

J
SM
E
 
S 
N
A
1-
2
0
12
/
2
0
1
3
/2
0
1
4）
」
 

 ・
機

械
工

学
便

覧
「

材
料

力
学

」
 

 ・
日

本
機
械

学
会
「
発

電
用

原
子

力
設
備

規
格

 維
持
規

格
（
2
0
0
8
年
版

）（
J
S
ME
 

S
 
N
A
1
-2
0
0
8）
」
 

 

変
更

な
し
 

（
注

1）
記
載

の
適

正
化

を
行
う

。
基
準

及
び

規
格

名
称

の
統

一
化
（

記
載

順
序

、
半

角
全

角
等
）
 

 

上
記

の
他

「
原
子

力
発

電
所
の

火
山

影
響

評
価

ガ
イ

ド
」
、

「
原

子
力

発
電

所
の

外
部
火

災
影

響
評

価
ガ

イ
ド

（
原
規

技
発

第
1
30
6
1
91
2
号

（
平
成

2
5
年

6
月

1
9
日
原

子
力
規

制
委

員
会

制
定
）
）
原

子
力
規

制
委
員

会
」
、
「
原

子
力
発

電
所
の

竜
巻

影
響

評
価

ガ
イ

ド
（

平
成

2
5
年
6
月

19
日
原
規

技
発
第

1
30
6
1
91
1
号
 
原
子
力

規
制
委

員
会

決
定
（
改

正
 

平
成

2
6年

9月
1
7日

原
規

技
発
第

1
4
0
91
7
2号

 
原
子

力
規

制
委

員
会
決

定
）
）
」
、「

原
子
力
発

電
所
の

内
部

火
災

影
響

評
価

ガ
イ
ド
（
平

成
2
5
年
1
0
月
2
4日

 
原
規

技
発

第
1
3
1
02
4
1

号
原

子
力

規
制

委
員

会
）

」
、

「
耐
震

設
計

に
係

る
工

認
審

査
ガ
イ

ド
」

を
参

照
す

る
。

 

な
お

、
表

１
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
9年

8月
2
5日

付
け

原
規
規

発
第
1
7
0
82
5
5号

に
て

認
可
さ

れ
た
工

事
計

画
に

よ
る

。
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変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1：下記の加工の工程ごとに構造、強度又は
漏えいに係る検査を実施する。 

①燃料材、燃料被覆材その他の部品に
ついては、組成、構造又は強度に係る
試験をすることができる状態になっ
た時 

②燃料要素の加工が完了した時 
③加工が完了した時 

※2：燃料体を発電用原子炉に受け入れた後
は、原子炉本体として機能又は性能に係
る検査を実施する。 

※3：品質マネジメントシステムに係る検査
は、工事の数、工事期間を考慮して適切
な時期と頻度で実施する。 

※4：立会、抜取り立会、記録確認のいずれか
で実施するかは、重要度に応じて個別の使
用前事業者検査要領書で定める。 

図 3 工事の手順と使用前事業者検査のフロー（燃料体） 

大飯発電所等 
製作工場 

※1 

材料入手 

加工 

組立て 

構造、強度又は漏えいに係る検査 

燃料体 

発電用原子炉施設 

使 

【凡例】 
  ：品質マネジメントシステムに係る検査

以外の使用前事業者検査の検査項目 
（適切な時期に以下のうち必要な検査を
実施） 

ａ．構造、強度又は漏えいに係る検査 
・材料検査 
・寸法検査 
・外観検査 
・表面汚染密度検査 
・溶接部の非破壊検査 
・漏えい検査 
・圧力検査 
・質量検査 

  ：品質マネジメントシステムに係る検査 Q 

※3 

機能又は性能に係る検査 
※2 

使 

使 

Q 
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設置許可申請書（本文） 設置許可申請書（添付書類八）該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 

五．発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ロ．発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ⅰ) 本原子炉施設は、(1) 耐震構造、(2) 耐津波構造に加え、

以下の基本的方針のもとに安全設計を行う。 

a. 設計基準対象施設 

(a) 外部からの衝撃による損傷の防止 

＜中略＞ 

 

 

(a-2) 安全施設は、発電所の運用期間中において発電所の安全機

能に影響を及ぼし得る火山事象として設定した最大層厚

25cm、粒径 1mm 以下、密度 0.7g/cm３（乾燥状態）～1.5g/cm３

（湿潤状態）の降下火砕物に対し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 安全設計 

1.10 火山防護に関する基本方針 

1.10.1 設計方針 

1.10.1.3 設計条件の設定 

1.10.1.3.1 設計条件に用いる降下火砕物の設定 

(1) 降下火砕物の層厚、密度及び粒径の設定 

地質調査結果に文献調査結果も参考にして、大飯発電所の敷

地において考慮する火山事象としては、「添付書類六 8.火山」

に示すとおり、最大層厚 25cm、粒径 1mm 以下、密度 0.7g/cm３

（乾燥状態）～1.5g/cm３（湿潤状態）の降下火砕物を設計条件

として設定する。 

 

 

 

【原子炉冷却系統施設】 

（基本設計方針） 「共通項目」 

２．自然現象 

２．３ 外部からの衝撃による損傷の防止 

２．３．３ 設計方針 

（１）自然現象 

ｂ．火山 

＜中略＞ 

（ａ）防護設計における降下火砕物の特性の設定 

設計に用いる降下火砕物は、設置（変更）許可を受けた最大層厚 25cm、

粒径 1mm 以下、密度 0.7g/cm３（乾燥状態）～1.5g/cm３（湿潤状態）と設

定する。 
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設置許可申請書（本文） 設置許可申請書（添付書類八）該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 

 

 

その直接的影響である①構造物への②静的負荷に対して

安全裕度を有する設計とすること、水循環系の閉塞に対して

狭隘部等が閉塞しない設計とすること、換気系、電気系及び

計装制御系に対する機械的影響（閉塞）に対して降下火砕物

が侵入しにくい設計とすること、水循環系の内部における磨

耗及び換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的影響

（磨耗）に対して磨耗しにくい設計とすること、構造物の化

学的影響（腐食）、水循環系の化学的影響（腐食）及び換気系、

電気系及び計装制御系に対する化学的影響（腐食）に対して

短期での腐食が発生しない設計とすること、発電所周辺の大

気汚染に対して中央制御室の換気空調系は降下火砕物が侵

入しにくく、さらに外気を遮断できる設計とすること、絶縁

低下に対して空気を取り込む機構を有する計装盤の設置場

所の換気空調系は降下火砕物が侵入しにくく、さらに外気を

遮断できる設計とすることにより、安全機能を損なうことの

ない設計とする。また、降下火砕物の間接的影響である 7日

間の外部電源喪失、発電所外での交通の途絶によるアクセス

制限事象に対し、発電所の安全性を維持するために、燃料貯

蔵設備からディーゼル発電機への燃料供給、並びにディーゼ

ル発電機による必要となる電源の供給が継続でき、安全機能

を損なうことのない設計とする。 

 

 

 

 

 

1.10.1.6 防護対象施設の設計 

1.10.1.6.1 直接的影響に対する設計方針 

直接的影響については、防護対象施設の構造や設置状況等（形

状、機能、外気吸入や海水通水の有無等）を考慮し、想定される

各影響因子に対して、影響を受ける各防護対象施設が安全機能を

損なうことのない設計とする。 

(1) 荷重 

a. 構造物への静的負荷 

防護対象施設のうち、構造物への静的負荷を考慮すべき施設は、

以下に示すとおり、降下火砕物が堆積しやすい屋根構造を有する

建屋及び屋外施設である。 

・原子炉格納容器、原子炉周辺建屋、制御建屋、廃棄物処理建屋 

・海水ポンプ 

当該施設の許容荷重が、降下火砕物による荷重に対して安全裕

度を有することにより、構造健全性を失わず安全機能を損なうこ

とのない設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.10.1.5 降下火砕物の影響に対する防護対象施設の設計方針 

1.10.1.5.1 直接的影響因子 

＜中略＞ 

c. その他の自然現象の影響を考慮した荷重の組合せ 

降下火砕物と火山以外の自然現象の組合せについては、荷重の

影響において、降下火砕物、風（台風）及び積雪による組合せを

考慮する。 

 

イ．直接的影響に対する設計方針 

（イ）構造物への②荷重 

①防護対象施設及び防護対象施設に影響を及ぼす可能性のあるクラス３（発

電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類）に属する施設（以下「クラ

ス３に属する施設」という。）のうち、屋外に設置している施設、並びに防護

対象施設を内包し降下火砕物からその施設を防護する建屋で、降下火砕物が

堆積しやすい屋根構造を有する施設については、降下火砕物を除去すること

により、②降下火砕物による荷重並びに火山と組み合わせる積雪及び風（台

風）の荷重を短期的な荷重として考慮し、短期的な荷重に対して安全機能を

損なうおそれがないよう構造健全性を維持する設計とする。 

なお、荷重により構造健全性を失わないよう、降灰時には当該施設に堆積

する降下火砕物を除去することを保安規定に定める。 

屋内の重大事故等対処設備については、環境条件を考慮して降下火砕物に

よる短期的な荷重により機能を損なわないように、降下火砕物による組合せ

を考慮した荷重に対し安全裕度を有する建屋内に設置する設計とする。 

屋外の重大事故等対処設備については、環境条件を考慮して降下火砕物に

よる荷重により機能を損なわないように、直ちに影響は無いものの降下火砕

物を除去することにより、重大事故等対処設備の重大事故等に対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

なお、必要な機能が損なわれるおそれがないよう、降灰時には屋外の重大

事故等対処設備に堆積する降下火砕物を除去することを保安規定に定める。 

 

 

 

 

①工事の計画の①は、設

置変更許可申請書(本文)

の「構造物」を具体的に記

載しており整合してい

る。 

 

②工事の計画の②は、設

置変更許可申請書（本文）

を具体的に記載しており

整合している。 
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第 4－5 表  建屋の許容限界(4/5) 

(d) 廃棄物処理建屋 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 

内包する防護

すべき施設に

降下火砕物を

堆積させない

機能を維持す

ること 

屋

根 

屋根スラブ 部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「RC-N 規準」等における 

終局耐力 

（短期許容応力度）※１ 

RC 梁 

「RC-N 規準」等における 

終局耐力 

（短期許容応力度）※１ 

耐震壁 

最大せん断ひずみが

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

最大せん断ひずみ 

4.0×10－３ 

(せん断スケルトンカーブの

第 1折点のひずみ)※１ 

※1：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することとし、評価基準値はさらなる安全

余裕を考慮して短期許容応力度等とする。 

 



 

 

- O4-別添1-1-22 - 

第 4－5 表  建屋の許容限界(5/5) 

(e) 緊急時対策所建屋 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 

内包する防護

すべき施設に

降下火砕物を

堆積させない

機能を維持す

ること 

屋

根 

屋根スラブ 
部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「RC-N 規準」等における 

終局耐力 

（短期許容応力度）※３ 

RC 梁 

「RC-N 規準」等における 

終局耐力 

（短期許容応力度）※３ 

耐震壁 

最大せん断ひずみが

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

最大せん断ひずみ 

4.0×10－３ 

(せん断スケルトンカーブの

第 1折点のひずみ) ※３ 

※１ 

遮 

蔽 

性 

遮蔽体の損傷

により遮蔽性

を損なわない

こと 

屋根スラブ 

部材に生じる応力が

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N 規準」等における 

終局耐力 

（短期許容応力度）※３ 

耐震壁 

最大せん断ひずみが

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

最大せん断ひずみ 

2.0×10－３ 

(せん断スケルトンカーブの

第 1折点のひずみ)※４ 

※２ 

気 

密 

性 

 

換気性能とあ

いまって気密

性を維持する

こと 

屋根スラブ 

部材に生じる応力が

気密性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N 規準」に基づく 

短期許容応力度 

耐震壁 

最大せん断ひずみが

気密性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

概ね弾性 

（せん断スケルトンカーブの

第 1折点のひずみ）※４ 

※1：緊急時対策所建屋の一部を構成している緊急時対策所遮蔽を対象とする。 

※2：緊急時対策所は、居住性の評価を行っており、緊急時制御室換気設備の処理対象となるバウンダリを定めてい

ることから、気密性の維持についても確認を行う。 

※3：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することとし、さらなる安全余裕を考慮し

て短期許容応力度等とする。 

※4：内包する防護すべき施設に降下火砕物を堆積させない機能を維持するための評価基準値をせん断スケルトンカ

ーブの第 1折点のひずみとすることから、評価基準値としてせん断スケルトンカーブの第 1折点のひずみを適

用する。
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2.2 構造概要 

原子炉格納容器及び原子炉周辺建屋は、別添１－１「火山への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえて、構造を設定する。 

原子炉格納容器(プレストレストコンクリート製原子炉格納容器)(PCCV)は、上部シェルのプ

レストレストコンクリート部分及び底部の鉄筋コンクリート部分（以下「コンクリート部」と

いう。）で構成する構造体であり、耐漏洩性を確保する目的でライナが内張りされている。プ

レストレストコンクリート部（以下「シェル部」という。）は、膜引張応力を低減する目的で

プレストレスを与えた鉄筋コンクリート構造であり、内径約  m、厚さ約  m の半球形状のド

ーム及び底部とドームの間の内径約  m、厚さ約   m の円筒形状の胴で形成される。また、シ

ェル部は外部遮蔽としての機能も有している。 

原子炉周辺建屋は、4 層の主要床面を有しており、鉄筋コンクリート造の壁式構造を主体と

し、一部を鉄骨造の骨組構造とした建物である。本建物の平面規模は NS方向で約   m、EW 方

向で約  m であり、主要屋根面の基礎底面からの高さは約  m である。 

原子炉格納容器及び原子炉周辺建屋の概略平面図及び概略断面図を第2－2図及び第2－3図

に示す。 

  



 - O4-別添1-3-10 - 

3. 強度評価方法 

3.1 評価対象部位 

建屋の評価対象部位は、別添１－１「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」のうち

「4.2 許容限界」に従って、屋根、耐震壁及び鉄骨架構とする。 

各建屋において、鉛直荷重に抵抗する評価対象部位を以下のとおり選定する。屋根は、屋根

スラブ及びそれを受ける梁について評価する。 

・原子炉格納容器 ：屋根（ドーム） 

・原子炉周辺建屋 ：屋根（屋根スラブ・梁） 

 

また、各建屋において、水平荷重に抵抗する評価対象部位を以下のとおり選定する。 

・原子炉格納容器 ：耐震壁（胴） 

・原子炉周辺建屋 ：耐震壁・鉄骨架構 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価においては、別添１－１「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」のうち「4.1 

荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

 

3.2.1 荷重の設定 

(1) 常時作用する荷重（Fｄ） 

常時作用する荷重は、自重及び積載荷重とする。各建屋に対する常時作用する荷重を第

3－1表に示す。 

 

第 3－1 表 常時作用する荷重 

  常時作用する荷重(N/m２) 

原子炉格納容器 ドーム  

原子炉周辺建屋 
屋根スラブ  

梁  

※：梁の自重は面荷重として考慮し、Fｄに含む。 
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第 3－6 表 原子炉格納容器の風力係数及び受風面積 

（NS 方向、EW 方向共通）※１ 

部材 
番号※２ 

高さ E.L. 
(m) 

位置 
風力係数 C 受風面積 A（m２） 

風上 風下 風上 風下 

10  球形 0.539 - 25.02 25.02 

9  球形 0.539 - 166.68 166.68 

8  球形 0.539 - 364.48 364.48 

7  球形 0.539 - 359.12 359.12 

6  円筒形 0.539 - 483.36 483.36 

5  円筒形 0.539 - 456.00 456.00 

4  円筒形 0.539 - 155.04 155.04 

3  円筒形 0.539 - 0 0 

2  円筒形 0.539 - 0 0 

1  円筒形 0.539 - 0 0 

※1：原子炉格納容器は受風面積及び復元力特性が NS 方向と EW 方向で同一である。 

※2：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 
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第 3－7 表 原子炉周辺建屋の風力係数及び受風面積（1／2） 

(1) NS 方向（N→S） 

部材 
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

風力係数 C 受風面積 A（m２） 

風上 風下 風上 風下 

33  0.8 -0.4 0 163.02 

32(S)  0.8 -0.4 430.36 281.15 

31(S)  0.8 -0.4 0 202.97 

30(S)  0.8 -0.4 409.12 409.12 

29(S)  0.8 -0.4 586.91 0 

28  0.8 -0.4 546.44 632.72 

27  0.8 -0.4 639.91 639.91 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7 図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

 (2) NS 方向（S→N） 

部材 
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

風力係数 C 受風面積 A（m２） 

風上 風下 風上 風下 

33  0.8 -0.4 163.02 0 

32(S)  0.8 -0.4 281.15 430.36 

31(S)  0.8 -0.4 202.97 0 

30(S)  0.8 -0.4 409.12 409.12 

29(S)  0.8 -0.4 0 586.91 

28  0.8 -0.4 632.72 546.44 

27  0.8 -0.4 639.91 639.91 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7 図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 
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第 3－7 表 原子炉周辺建屋の風力係数及び受風面積（2／2） 

 (3) EW 方向（E→W） 

部材 
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

風力係数 C 受風面積 A（m２） 

風上 風下 風上 風下 

33  0.8 -0.4 195.82 195.82 

32(S)  0.8 -0.4 284.19 604.58 

31(S)  0.8 -0.4 0 331.50 

30(S)  0.8 -0.4 205.71 205.71 

29(S)  0.8 -0.4 295.10 0 

28  0.8 -0.4 831.14 791.06 

27  0.8 -0.4 890.00 890.00 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7 図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

(4) EW 方向（W→E） 

部材 
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

風力係数 C 受風面積 A（m２） 

風上 風下 風上 風下 

33  0.8 -0.4 195.82 195.82 

32(S)  0.8 -0.4 604.58 284.19 

31(S)  0.8 -0.4 331.50 0 

30(S)  0.8 -0.4 205.71 205.71 

29(S)  0.8 -0.4 0 295.10 

28  0.8 -0.4 791.06 831.14 

27  0.8 -0.4 890.00 890.00 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7 図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 
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(2) 屋根スラブ及び梁 

曲げモーメント及び面外せん断力を算定し、部材に生じる応力が第 3－9 表及び第 3－10

表の評価基準値（短期許容応力度）を超えないことを確認する。 

 

a. 評価部材 

原子炉周辺建屋の屋根の評価部材は屋根スラブ及び梁を対象とする。なお、評価結果

については、降下火砕物等堆積時に発生する応力を考慮した際に、屋根スラブ及び梁の

全ての部材のうち、評価基準値に対して発生する応力等の割合が最も大きくなる部材につ

いて、それぞれ記載する。記載する部材の位置を第 3－3 図及び第 3－4 図に示す。 
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b. 応力評価モデル 

前項において、評価結果を記載する部材として選定した各建屋の屋根スラブ及び梁の応

力評価モデル図を第 3－5図及び第 3－6図に示す。また、部材の評価条件を第 3－14 表及

び第 3－15 表に示す。 

 

 

第 3－5 図 原子炉周辺建屋 屋根スラブの評価モデル図 

 

 

第 3－6 図 原子炉周辺建屋 梁の評価モデル図 

 

第 3－14 表 原子炉周辺建屋 屋根スラブ 評価条件 

評価対象 

部位 

スラブ厚

（mm） 

有効せい 

（mm） 

支持スパン 

（m） 
配筋 

配筋量（片側） 

（mm２/m） 

E.L.  m    D13＠200 635 

   

第 3－15 表 原子炉周辺建屋 梁 評価条件 

評価対象部位 
片側支配幅 

（m） 

支持スパン 

（m） 

断面係数 

(cm３) 

せん断断面積 

（mm２） 

E.L. 

  m 
H-600×200×11×17   2,590 6,226 

  

W 

l=    (m) 

・端部モーメント 

M
Ｅ
＝(W･l

２
)/8 

・端部せん断力 

Q
Ｅ
＝(W･l)･5/8 

  
W：単位面積当たりの荷重(kN/m

２
) 

 ・中央部モーメント 

M
Ｃ
＝∑    {W･a

ｉ
･(3l

２
-4a

ｉ

2
)/24} 

 ・端部せん断力 

Q
Ｅ
＝∑    {W･a

ｉ
･(l-a

ｉ
)/2} 

  

  W ：単位面積当たりの荷重(kN/m
２
) 

  a
ｉ 
：片側支配幅(m) 

  i
   
：梁に隣接する部材の番号(i=1,2) 

W 

l=    (m) 

a
ｉ
 a

ｉ
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c. 断面の評価 

前項の応力評価モデルにより算出した曲げモーメント及びせん断力を用いて、以下のと

おり断面を評価する。 

 

(a) 曲げモーメントに対する屋根スラブ断面の評価方法 

曲げモーメントに対する断面の評価は、「RC-N 規準」に基づき、次式を基に計算し

た評価対象部位に必要な引張鉄筋断面積が、配筋量を超えないことを確認する。 

ａ
ｔ

= Ｍ

σ
ｔ

∙ ｊ 

ここで、 

ａ
ｔ
 ：必要引張鉄筋断面積（mm２） 

Ｍ ：曲げモーメント（N・mm） 

σ
ｔ
 ：鉄筋の短期許容引張応力度（N/mm２） 

ｊ ：断面の応力中心距離で、断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

 

(b) 面外せん断力に対する屋根スラブ断面の評価方法 

面外せん断に対する断面の評価は、「RC-N 規準」に基づき、評価対象部位に生じる面

外せん断応力が次式を基に計算した評価基準値を超えないことを確認する。 

Ｑ
Ａ

= α・ｂ ∙ ｊ ∙ ｆ
ｓ
 

ただし、 

α＝４／｛Ｍ／(Ｑ･ｄ)＋1｝ かつ 1.0≦α≦2.0 

 

ここで、 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ  ：断面の幅（mm）（1000mm とする。） 

ｊ  ：断面の応力中心距離で、断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm２） 

α ：せん断スパン比 M/(Qd)による割増係数 

ｄ ：有効せい（mm） 

Ｍ ：降下火砕物等堆積時の最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｑ ：降下火砕物等堆積時の最大せん断力（N） 
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(c) 曲げモーメントに対する S梁断面の評価方法 

曲げモーメントに対する S 梁断面の評価は、次式を基に計算した評価対象部位に生

じる曲げ応力度が評価基準値を超えないことを確認する。 

σ
ｂ
＝Ｍ／Ｚ 

ここで、 

σ
ｂ
 ：曲げ応力度（N/mm２） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：断面係数(mm３) 

 

(d) せん断力に対する S梁断面の評価方法 

せん断力に対する S梁断面の評価は、次式を基に計算した評価対象部位に生じるせ

ん断応力度が評価基準値を超えないことを確認する。 

τ
ｓ
＝Ｑ／Ａ

ｓ
 

ここで、 

τ
ｓ
 ：せん断応力度（N/mm２） 

Ｑ ：せん断力（N） 

Ａ
ｓ
 ：せん断断面積（mm２） 
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4. 強度評価結果 

4.1 屋根 

降下火砕物等堆積時の屋根の強度評価結果を第 4－1 表に示す。 

第 4－1 表より、降下火砕物等堆積による鉛直荷重を考慮した際に各部材に発生する応力等

が評価基準値を超えないことを確認した。 

 

第 4－1 表 屋根の評価結果 

 検討項目 
解析 

結果 

評価 

基準値 
検定比 

原子炉 

格納容器 
ドーム 

等価膜力＋ 
曲げモーメント 

コンクリート応力度 
［N/mm２］ 

8.81 29.4 0.300 

鉄筋応力度 
［N/mm２］ 

118 390 0.303 

面内せん断力 
面内せん断応力度 

［N/mm２］ 
1.16 5.59 0.208 

面外せん断力 
面外せん断応力度 

［N/mm２］ 
0.145 1.30 0.112 

原子炉 

周辺建屋 

屋根 

スラブ 

曲げモーメント 鉄筋量[mm２/m] ※ 580 635 0.913 

面外せん断力 せん断力[kN/m] 28.2 97.2 0.290 

S 梁 
曲げモーメント 曲げ応力度［N/mm２］ 153 235 0.651 

せん断力 せん断応力度［N/mm２］ 23.8 135 0.176 

※：鉄筋量については、解析結果に必要鉄筋量、評価基準値に配筋量を示す。 

 

  



 

 - O4-別添1-3-36 - 

4.2 耐震壁 

降下火砕物等堆積時の耐震壁の強度評価結果を第 4－2 表及び第 4－3 表に示す。第 4－2 表

及び第 4－3 表より、耐震壁に発生するせん断ひずみが、評価基準値を超えないことを確認し

た。 

 

第 4－2 表 耐震壁の評価結果（原子炉格納容器） 

（NS 方向、EW 方向共通） 

部材
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

せん断ひずみ 
（×10-３） 

評価基準値 
（×10-３） 

検定比 

10  0.0001 0.2649 0.000378 

9  0.0003 0.2361 0.00127 

8  0.0009 0.2106 0.00427 

7  0.0013 0.1911 0.00680 

6  0.0018 0.3374 0.00533 

5  0.0024 0.3442 0.00697 

4  0.0026 0.3483 0.00746 

3  0.0026 0.3506 0.00742 

2  0.0026 0.3525 0.00738 

1  0.0026 0.3545 0.00733 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 
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第 4－3 表 耐震壁の評価結果（原子炉周辺建屋） 

(1) NS 方向（N→S） 

部材
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

せん断ひずみ 
（×10-３） 

評価基準値 
（×10-３） 

検定比 

33  0.0004 0.1804  0.00222 

28  0.0014 0.1866  0.00750 

27  0.0016 0.2016  0.00794 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

(2) NS 方向（S→N） 

部材
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

せん断ひずみ 
（×10-３） 

評価基準値 
（×10-３） 

検定比 

33  0.0009 0.1804  0.00499 

28  0.0013 0.1866  0.00697 

27  0.0015 0.2016  0.00744 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

(3) EW 方向（E→W） 

部材
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

せん断ひずみ 
（×10-３） 

評価基準値 
（×10-３） 

検定比 

33  0.0021 0.1804 0.0116 

28  0.0012 0.1866  0.00643 

27  0.0015 0.2016  0.00744 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

(4) EW 方向（W→E） 

部材
番号※ 

高さ E.L. 
(m) 

せん断ひずみ 
（×10-３） 

評価基準値 
（×10-３） 

検定比 

33  0.0021 0.1804 0.0116 

28  0.0012 0.1866  0.00643 

27  0.0016 0.2016  0.00794 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 
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4.3 鉄骨架構 

降下火砕物等堆積時の鉄骨架構の強度評価結果を第 4－4 表に示す。第 4－4 表より、鉄骨架

構に発生する層間変形角が、評価基準値を超えないことを確認した。 

 

第 4－4 表 鉄骨架構の評価結果（原子炉周辺建屋） 

(1) NS 方向（N→S） 

部材番号※ 高さ E.L.(m) 層間変形角 評価基準値 検定比 

30(S)  1/ 1658 

1/200 

0.121 

32(S)  1/ 5045  0.0396 

29(S)  1/ 1274 0.157 

31(S)  1/ 6233  0.0321 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

(2) NS 方向（S→N） 

部材番号※ 高さ E.L.(m) 層間変形角 評価基準値 検定比 

30(S)  1/ 1658 

1/200 

0.121 

32(S)  1/ 5802  0.0345 

29(S)  1/ 1686 0.119 

31(S)  1/ 3123  0.0640 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

 (3) EW 方向（E→W） 

部材番号※ 高さ E.L.(m) 層間変形角 評価基準値 検定比 

30(S)  1/ 5606 

1/200 

 0.0357 

32(S)  1/ 3656  0.0547 

29(S)  1/ 2930  0.0683 

31(S)  1/ 3725  0.0537 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 

 

 (4) EW 方向（W→E） 

部材番号※ 高さ E.L.(m) 層間変形角 評価基準値 検定比 

30(S)  1/ 5606 

1/200 

 0.0357 

32(S)  1/ 2873  0.0696 

29(S)  1/ 3877  0.0516 

31(S)  1/ 1865 0.107 

※：「3.4.2 耐震壁」の第 3－7図に示す質点系モデルの部材番号を示す。 
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第3.1-1表  設計及び工事の実施の体制 

プロセス 主管箇所 

3.3 設計に係る品質管理の方法 

本店 土木建築室 
本店 原子力企画部門 
本店 原子力安全・技術部門 
本店 原子力発電部門 
本店 原子燃料部門 
発電所 安全･防災室 
発電所 所長室 
発電所 技術課 
発電所 原子燃料課 
発電所 放射線管理課 
発電所 保全計画課 
発電所 電気保修課 
発電所 機械保修課 
発電所 土木建築課 
発電所 電気工事グループ 
発電所 機械工事グループ 
発電所 土木建築工事グループ 

3.4 
3.5 

工事に係る品質管理の方法 
使用前事業者検査の方法 

本店 土木建築室 
本店 原子力企画部門 
本店 原子力安全・技術部門 
本店 原子力発電部門 
本店 原子燃料部門 
発電所 品質保証室 
発電所 安全･防災室 
発電所 所長室 
発電所 技術課 
発電所 原子燃料課 
発電所 放射線管理課 
発電所 発電室 
発電所 保全計画課 
発電所 電気保修課 
発電所 機械保修課 
発電所 土木建築課 
発電所 電気工事グループ 
発電所 機械工事グループ 
発電所 土木建築工事グループ 

3.6 設工認における調達管理の方法 

本店 土木建築室 
本店 原子力企画部門 
本店 原子力安全・技術部門 
本店 原子力発電部門 
本店 原子燃料部門 
発電所 安全･防災室 
発電所 所長室 
発電所 技術課 
発電所 原子燃料課 
発電所 放射線管理課 
発電所 電気保修課 
発電所 機械保修課 
発電所 土木建築課 
発電所 電気工事グループ 
発電所 機械工事グループ 
発電所 土木建築工事グループ 


